
○国立大学法人東北大学寄附金事務取扱要項

平成１７年１２月２７日

総長裁定

改正　平成１９年１月１０日総長裁定

平成１９年４月１日総長裁定

平成２０年１月９日総長裁定

平成２０年４月２２日総長裁定

平成２０年１０月１日総長裁定

平成２１年４月１４日総長裁定

平成２１年１２月８日総長裁定

平成２２年４月１３日総長裁定

平成２４年５月８日総長裁定

平成２４年５月２９日総長裁定

平成２４年９月１１日総長裁定

平成２４年１０月２３日総長裁定

平成２５年４月２３日総長裁定

平成２５年１０月２２日総長裁定

平成２６年４月２２日総長裁定

（趣旨）

第１条　国立大学法人東北大学（以下「本学」という。）における寄附金の取扱いについて

は、この要項の定めるところによる。

（定義）

第２条　この要項において「寄附金」とは、本学における教育研究活動及び管理運営を財政

的に支援することを目的として本学に寄附される現金及び有価証券をいう。

２　この要項において「部局」とは、各研究科、教育情報学研究部、各附置研究所、附属図

書館、同各分館、病院、東北アジア研究センター、電子光理学研究センター、ニュートリ

ノ科学研究センター、高度教養教育・学生支援機構、国際高等研究教育院、学際科学フロ

ンティア研究所、学術資源研究公開センター、教育情報基盤センター、サイクロトロン・

ラジオアイソトープセンター、未来科学技術共同研究センター、研究教育基盤技術センタ

ー、サイバーサイエンスセンター、産学連携推進本部、埋蔵文化財調査室、環境保全セン

ター、動物実験センター、遺伝子実験センター、環境・安全推進センター、総合技術部、

原子分子材料科学高等研究機構、情報シナジー機構、東北メディカル・メガバンク機構、

イノベーション戦略推進本部、電気通信研究機構、国際集積エレクトロニクス研究開発セ

ンター、知の創出センター及び本部事務機構をいう。

３　この要項において「部局長」とは、部局の長（学術資源研究公開センターの総合学術博

物館、史料館又は植物園にあってはそれぞれ学術資源研究公開センター総合学術博物館

長、学術資源研究公開センター史料館長又は学術資源研究公開センター植物園長、研究教

育基盤技術センターの極低温科学センター又は先端電子顕微鏡センターにあってはそれぞ

れ研究教育基盤技術センター極低温科学センター長又は研究教育基盤技術センター先端電

子顕微鏡センター長、本部事務機構にあっては寄附の目的たる事業を担当する理事又は副

学長）をいう。

（寄附金の受入事務の総括）

第３条　総長は、本学における寄附金の受入れに関する事務を総括する。

（受入事務の委任）

第４条　総長は、部局長に当該部局に係る寄附金の受入れに関する事務を委任するものとす

る。



（寄附金の受入制限）

第５条　寄附金を受入れようとする場合において、次の各号に掲げる条件が附されているも

のは、これを受入れることができないものとする。ただし、第３号及び第４号に掲げる条

件について、寄附者が検査を行い、その結果に基づき寄附金額を取り消すことにより、部

局の教育研究又は管理運営上支障が生じるおそれがないと部局長が認めた場合は、この限

りでない。

一　寄附金により取得した財産を無償で寄附者に譲渡すること

二　寄附金による学術研究の結果得られた知的財産権を寄附者に譲渡し、又は使用させる

こと

三　寄附金の使用について、寄附者が検査を行うこととされていること

四　寄附申込後、寄附者が寄附金額の全部又は一部を取り消すことができること

五　その他総長が特に教育研究上支障があると認める条件

（寄附金の申込み）

第６条　部局長は、寄附金の申込みがあったときは、寄附者からの寄附申込書により受入れ

るものとする。

（寄附金の受入決定）

第７条　部局長は、寄附金の受入れについて第２条に規定する目的に照らし適当であると認

めるときは、受入れを決定するものとする。

２　部局長は、前項の受入れを決定したときは、速やかに教授会（教授会が置かれていない

部局にあってはこれに相当する会議）に報告するものとする。

（受入決定の通知）

第８条　部局長は、前条第１項により寄附金の受入れを決定したときは、寄附者に受入決定

通知書、振込依頼書その他必要な書類を送付する。

（寄附金の使途特定）

第９条　部局長は、寄附者が当該寄附金の使途を特定しない場合は、受入れを決定しようと

する時に当該寄附金の使途を特定するものとする。

２　部局長は、寄附者が使途を特定した場合は、寄附者の意思を妨げない範囲内において、

部局の指定する使途に使用することができるものとする。

（東北大学教育研究協力基金）

第１０条　前条に定めるもののほか、総長は本学の教育研究活動及び管理運営の活性化を図

るため、前条に規定する使途以外に使用することができるものとする。

（寄附金の使途変更）

第１１条　部局長は、次の各号に該当する場合は、寄附金の使途を変更することができる。

一　寄附目的が達せられ、寄附金の残額が１万円以下となったもの

二　寄附の目的、寄附金の使用者又は使用する組織を変更する場合で、変更の理由、使用

する金額について寄附者の同意を得た場合

（寄附金の移し換え）

第１２条　部局長は、次の各号に該当する場合は、寄附金を移し換えることができる。

一　寄附金により研究を行う職員（以下「研究担当職員」という。）が他の国立大学法

人、大学共同利用機関法人又は独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「国立大学法

人等」という。）へ転出することに伴い、寄附者の委任に基づき当該国立大学法人等に

寄附金を移し換えようとする場合

二　研究担当職員が他の機関から本学に転入することに伴い、本学に寄附金の移し換えを

受けようとする場合

三　本学内において寄附金を移し換えようとする場合

２　部局長は、研究担当職員が国立大学法人等以外の機関へ転出することに伴い、寄附者の



委任に基づき当該機関に寄附金を移し換えようとする場合、寄附金移動承認申請書により

総長の承認を得なければならない。

（寄附金の経理）

第１３条　寄附金に係る経理については、この要項に定めるもののほか、国立大学法人東北

大学会計規程（平成１６年規第７７号）及び関係規則の定めるところによる。

（雑則）

第１４条　この要項に定めるもののほか、寄附金の取扱いに関し必要な事項は、別に定め

る。

附　則

この要項は、平成１８年１月１日から施行する。

附　則（平成１９年１月１０日改正）

この要項は、平成１９年１月１０日から施行し、改正後の第２条第２項及び第３項の規定

は、平成１８年４月１日から適用する。

附　則（平成１９年４月１日改正）

１　この要項は、平成１９年４月１日から施行する。

２　この要項の施行の日の前日に（改正前の第２条第２項に規定する）医療技術短期大学部

において受け入れている寄附金は、この要項の施行の日に医学系研究科において受け入れ

た寄附金とみなす。

附　則（平成２０年１月９日改正）

この要項は、平成２０年１月９日から施行する。

附　則（平成２０年４月２２日改正）

この要項は、平成２０年４月２２日から施行し、改正後の第２条第２項の規定は、平成２

０年４月１日から適用する。

附　則（平成２０年１０月１日改正）

この要項は、平成２０年１０月１日から施行する。

附　則（平成２１年４月１４日改正）

この要項は、平成２１年４月１４日から施行し、改正後の第２条第２項の規定は、平成２

１年４月１日から適用する。

附　則（平成２１年１２月８日改正）

この要項は、平成２１年１２月８日から施行し、改正後の第２条第２項の規定は、平成２

１年１２月１日から適用する。

附　則（平成２２年４月１３日改正）

この要項は、平成２２年４月１３日から施行し、改正後の第２条第２項の規定は、平成２

２年４月１日から適用する。

附　則（平成２４年５月８日改正）

この要項は、平成２４年５月８日から施行し、改正後の第２条第２項の規定（東北メディ

カル・メガバンク機構に係る部分に限る。）は平成２４年２月１日から、改正後の同項の規

定（東北メディカル・メガバンク機構に係る部分を除く。）は平成２４年４月１日から適用

する。

附　則（平成２４年５月２９日改正）

この要項は、平成２４年５月２９日から施行し、改正後の第１４条の規定は、平成２４年

４月１日から適用する。

附　則（平成２４年９月１１日改正）

この要項は、平成２４年９月１１日から施行する。

附　則（平成２４年１０月２３日改正）

この要項は、平成２４年１０月２３日から施行し、改正後の第２条第２項の規定は、平成



２４年１０月１日から適用する。

附　則（平成２５年４月２３日改正）

この要項は、平成２５年４月２３日から施行し、改正後の第２条第２項の規定は、平成２

５年４月１日から適用する。

附　則（平成２５年１０月２２日改正）

この要項は、平成２５年１０月２２日から施行する。

附　則（平成２６年４月２２日改正）

この要項は、平成２６年４月２２日から施行し、改正後の第２条第２項及び第３項の規定

は、平成２６年４月１日から適用する。


